
ご不明な点がございましたら、下記連絡先までお問い合わせください。

お電話の際は、証券番号をあらかじめご確認くださいますようお願いします。

年金サービス室 財政グループ 受付時間：月～金曜日 午前９時～午後５時

（祝日・12/31～1/3を除く）0120‐307876

確定給付企業年金 財政決算マニュアル

ご契約者さま



はじめに

確定給付企業年金制度における「決算」は大きく区分して２種類あります。
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Ⅰ．各資産管理運用機関による決算報告（収支決算）

年金資産を受託する資産管理運用機関が、事業年度ごとにお預かりしている年金資産等の収
支状況等をご連絡する決算報告であり、住友生命からは「保険資産に関するご報告」という報
告書でご報告いたします。

Ⅱ．地方厚生局への決算報告（財政決算）
確定給付企業年金法で規定されている行政あて提出書類であり、法令の定めにより「確定給
付企業年金の事業及び決算に関する報告書」を作成し、地方厚生局に提出する必要がありま
す。この決算報告のことを財政決算と呼んでおり、本マニュアルで財政決算報告の意義、目的

等をご説明します。

１．財政決算とは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３～５頁
２．財政検証に使用する指標について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６～７頁
３．「継続基準の財政検証」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８～９頁
４．「非継続基準の財政検証」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０頁
５．「積立超過の財政検証」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１頁
６．「加入者数大幅変動の検証」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２頁

目次：



1．財政決算とは

• 確定給付企業年金制度（以下、「ＤＢ制度」といいます。）では将来の給付支払を長期間にわ
たって維持できるよう安定した財政基盤を確立することが求められます。

• ＤＢ制度の発足時には将来の給付に見合った（将来にわたって財政の均衡が保たれる）掛金
設定（※）を行いますが、時間の経過とともに当初の見込みと実績との間に乖離が生じるため
定期的に財政状況の把握・検証を行い、必要に応じて掛金の設定を見直していく必要がありま
す。

• 財政決算とは、この掛金設定の見直し要否・妥当性を毎年検証する仕組みのことです。

DB制度発足

掛金設定
（発足時）

掛金設定の検証

毎事業年度 財政再計算
※少なくとも５年ごと

掛金の再計算

財政決算

（※）予定利率、予定死亡率、予定脱退率、予定昇給率 等を用いて設定します。（本則基準の場合）
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１． 財政検証とは

２． 当年度決算の概況

３． 当年度の決算結果について

(1) 当年度剰余金・不足金について

(2) 継続基準の財政検証・財政再計算要否の判定結果

（責任準備金の確保）

(3) 非継続基準の財政検証結果（最低積立基準額の確保）

４． 基礎数値

５． 運用利回り

●ご留意事項
　本書類は厚生局宛提出資料ではございませんのでご留意ください。

●●株式会社　様

財政決算の概要

平成●●年●●月●●日

様式 C7－ア

号

決算に関する報告書

（財政決算日： ）

(注) 決算に関する報告書のうち、年金数理に関する確認が必要な事項

１ 貸借対照表 (年金経理の負債に関する事項に限る。)

２ 損益計算書 (年金経理の負債の変動に関する事項に限る。)

３ 「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書

類」及び「積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類」

平成２５ 年 ３月 ３１
日

規約番号 近規第９９９９９９　          

実施事業所名 株式会社　○○○○

『確定給付企業年金法 第百条（報告書の提出）』
事業主等は、毎事業年度終了後四月以内に、厚生労働省令で定めるところにより、確定給付企業年金の事業及び決算に
関する報告書を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならない。
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a.財政決算に関する報告書

財政検証結果は、厚生労働省令で定められた帳票（「企業年金事業報告書」「決算に関する報
告書」）および「財政決算の概要」に基づき、当社から報告します。

「財政決算の概要」「決算に関する報告書」｢財政決算報告書の鑑｣
様式C6－ア(イ）

平成　　年　　月　　日

規約番号

事業所名

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

４．年金通算状況

年金給付等積立金・積立金

特　例　掛　金

②／①

 厚生年金基金

件　数

件　数

企 業 年 金 事 業 報 告 書

 確定給付企業年金

 厚生年金基金

事 務 費 掛 金

移換元

 企業年金連合会

脱退一時金相当額

 確定給付企業年金

権利義務承継

（老齢給付）

金　額（円）

納付済額 不納欠損額 未納額②納付決定額①

遺　族　給　付
年　金

一時金

 脱 退 一 時 金

障　害　給　付
年　金

一時金

老　齢　給　付
年　金

一時金

（決算日　　平成　　　年　　　月　　　日）

実施事業所数
加入者数

リ

ス

ク

分

担

型

企

業

年

金

以

外

(再掲)加入者負担分

標準掛金

特別掛金

リスク対応掛金

リスク分担型企業
年金掛金

「企業年金事業報告書」

【財政決算の標準的なスケジュール 例：３末決算の場合】
①６月下旬から７月上旬頃に当社から財政決算内容を報告
②７月末までにご契約者さまから厚生局に法定帳票の提出

1．財政決算とは



b.財政決算における財政検証の内容

財政決算では次の４つの視点から財政状況を検証します。

①継続基準の財政検証

財政決算における４種類の財政検証

②非継続基準の財政検証

③積立超過の財政検証

④加入者数大幅変動の検証
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1．財政決算とは



２．財政検証に使用する指標について

財政検証に使用する指標についてご説明します。

Ⅰ．純資産額（時価）

Ⅱ．数理債務 【年金制度の充足状況把握に使用】

Ⅲ．未償却過去勤務債務（特別掛金収入現価）

将来の加入者数や総給与が一定という仮定のもとで、将来の収入として期待できる特別掛

金総額の現在価値のことで、以下のとおり算出します。

【 特別掛金収入現価

＝基準日時点の１回分 特別掛金額 ×残余償却期間に応じた現価率 】

将来の収入として現制度の標準掛金だけを考えた場合に、将来の給付のために現時点で
保有しなければならない積立金の目標額のことで、以下のとおり算出します。

【 数理債務 ＝ 通常予測給付現価 － 標準掛金収入現価 】

基準日時点で保有している年金資産（保険資産・信託資産）に流動負債、流動資産を加味

した実態上の年金資産額のことをいいます。

※ 流動負債の例 ：計算基準日時点で送金途上の給付金や返金が決まっている掛金等の額

※ 流動資産の例 ：計算基準日時点で未収となっている掛金等の額
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２．財政検証に使用する指標について

Ⅳ．責任準備金 【継続基準の財政検証に使用】

Ⅴ．最低積立基準額 【非継続基準の財政検証に使用】

過去の加入者期間に応じて発生したとみなされる給付（最低保全給付）を確保するために
必要な積立金額であり、最低保全給付の現価計算を行って算出したものです。

現価計算に用いる予定利率については、直近５年間に発行された３０年国債の利回りを勘
案して厚生労働大臣が定めることとされています。

将来の収入として標準・特別掛金およびリスク対応掛金を考えた場合に、現時点において保
有しておかなければならない積立金の目標額で、以下のとおり算出します。

【 責任準備金＝ （通常予測給付現価＋財政悪化リスク相当額）

－（標準・特別掛金収入現価 ＋リスク対応掛金収入現価＋追加拠出可能額現価） 】
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※追加拠出可能額現価 ：積立状況に応じて、リスク対応掛金をあとどのくらい拠出できるか表したもの
で、ゼロから財政悪化リスク相当額までの間の値になります。

※財政悪化リスク相当額 ：財政悪化時に想定される積立不足額のことをいいます。厚生労働省が定め
た一定のルールに基づいて算出されます。



３．「継続基準の財政検証」

現時点で設定されている掛金で将来の給付支払が行えるか検証することを「継続基準の財政
検証」といいます。検証方法として、給付現価から将来の掛金収入をすべて控除した額が年
金資産として積み立てられているかどうかを確認します。

「純資産額（時価）」と「責任準備金」を使用し、積立水準が1.00（100％）を下回る場合（純資産
額が責任準備金を下回る場合）、継続基準を満たさないこととなります。

【 継続基準の積立水準 ＝ 「純資産額（時価）」÷「責任準備金」 】

通常予測
給付現価

標準掛金収入現価

数理債務

特別掛金収入現価

責任準備金

不足金

純資産額

現在保有すべき資産

現在保有している資産
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財政悪化
リスク相当額

リスク対応
掛金収入現価

追加拠出
可能額現価

※各指標の意味については６・７頁を参照ください。
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⇒継続基準を満たさないが、掛金見直し不要

⇒純資産額の不足額が許容繰越不足金を超えているため、掛金の見直し（財政再計算）が必要

責任準備金
純資産額

不足金
許容繰越不足金

責任準備金
純資産額

許容繰越不足金 不足金

継続基準を満たさない場合でも、純資産額が責任準備金に対して不足している額が一定の許

容範囲内であれば掛金を見直す必要はありません。この一定の許容範囲を「許容繰越不足金」

といい、以下の２種類のいずれかを設定します。

①責任準備金の１５％（以下）の額を許容繰越不足金とする方法

②標準掛金収入現価（２０年間分）の１５％（以下）の額を許容繰越不足金とする方法

３．「継続基準の財政検証」



４．「非継続基準の財政検証」

ＤＢ制度を終了した際に、加入者等に支払わなければならない「最低積立基準額」が財政決算日
時点で年金資産として積み立てられているか検証することを「非継続基準の財政検証」といいます。
「純資産額（時価）」と「最低積立基準額」を使用し、積立水準が1.00（100％）を下回る場合（純資

産額が最低積立基準額を下回る場合）、非継続基準を満たさないこととなります。

【 非継続基準の積立水準 ＝ 「純資産額（時価）」÷「最低積立基準額」 】

給付現価

(将来期間分）

（過去期間相
当分）

最低積立基準額純資産額
対比

現在保有している資産（時価）
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⇒非継続基準を満たさない場合は、掛金の追加拠出を前提として特例掛金を算出します。



「受給権保護の観点からは積立が大きいほど望ましいが、税務面からは十分な積立があるにもか
かわらず無条件に掛金の払込みを認めることに問題がある」との考え方から、積立金と積立上限
額とを比較検証することを「積立超過の財政検証」といいます。

積立金＞積立上限額の場合、掛金額の調整を行います。

積立超過額とその利息相当額の合計額を、遅くとも翌々事業年度最初の掛金から翌々事業年度
終了までの間（１年間）に、均等に掛金から控除しなければなりません。

５．「積立超過の財政検証」

積立金

積立上限額

超過額

積立上限額

積立上限額は、「最低積立基準額」と「保守的な基
準による数理債務の額」のうちいずれか大きい方
の1.5倍

最低積立
基準額

保守的な
基準による

数理債務の額

1.5倍
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積立上限額用の保守的な基礎率（厚生労働省告示に定める下限予
定利率）を使用しますので通常の数理債務とは額が相違します。（通
常の数理債務より額が大きくなります。）



６．「加入者数大幅変動の検証」

財政決算時の加入者数が前回財政計算の基準日から大幅に変動したか確認することを「加入者数
大幅変動の検証」といいます。

大幅に変動した場合には財政再計算を実施します。

加入者
１００名

前回の財政計算時

加入者
８０名

財政決算時

加入者
１２０名

⇒２０％以上増減した場合は財政再計算が必要
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２０％減

２０％増



お届けしたのは・・・

●本冊子は法令および各地方厚生（支）局からの指導事例等に基づき作成してい
ますが、内容は平成３０年３月現在のものであり今後変更になることがあります。


